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議案番号 件   名 

報告１０ 健全化判断比率の報告について 

報告１１ 放棄した債権の報告について 

議案５５ 固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

議案５６ 教育委員会の委員の任命について 

議案５７ 豊明市行政手続条例の一部改正について 

議案５８ 豊明市税条例の一部改正について 

議案５９ 豊明市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について 

議案６０ 豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

議案６１ 豊明市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改
正について 

議案６２ 令和８年度豊明市一般会計補正予算（第６号）について 

議案６３ 令和８年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に
ついて 

 





報告第１１号  

 
放棄した債権の報告について  

豊明市債権管理条例第１３条第１項の規定に基づき、市の債権を別紙のとお

り放棄したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 
令和８年８月２５日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典      



私債権等放棄調書  
所管課 学校給食センター  

債権の名称  学校給食費  

債権の金額及び件数  １２１，００５円（３件）  

債権を放棄した理由  消滅時効に係る時効期間が満了し、私債権等放棄審

査会において審査され、放棄妥当と決定したため。  

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第１号該当）  

 
 

 
 



議案第５５号  

 
固定資産評価審査委員会の委員の選任について  

下記の者は、令和８年１１月１３日任期満了となるので、同人を再任するも

のとする。  

 
令和８年８月２５日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典  

 
記  

住  所   豊明市阿野町西ノ海戸５４番地２  

氏  名   外 山  明  
生年月日   昭和３４年３月３０日生  

 
説 明  

この案を提出するのは、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、議会の

同意を得るため必要があるからである。  

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 



議案第５６号 

 
   教育委員会の委員の任命について 

下記の者は、令和８年９月３０日任期満了となるので、同人を再任するもの

とする。 

 
  令和８年８月２５日提出 

 
                 豊明市長  小 浮 正 典 

 
記 

住  所   豊明市大久伝町西５５番地３ 

氏  名   南 寿樹 
生年月日   昭和３３年６月１３日生 

 
   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条

第２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。 

 
 



議案第５７号 

 

   豊明市行政手続条例の一部改正について 

 豊明市行政手続条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

令和８年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、行政手続法の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市行政手続条例の一部を改正する条例 

 

豊明市行政手続条例（平成９年豊明市条例第３２号）の一部を次のように改

正する。 

第１条第１項中「第３８条」を「第４６条」に改める。 

第１５条第３項中「その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事項並び

に当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付

する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示すること」を「公示の方法」に改

め、同項後段を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、

第１項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる

事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公

示事項」という。）を規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧するこ

とができる状態に置くとともに、公示事項が記載された書面を当該行政庁の

事務所の掲示場に掲示し、又は公示事項を当該事務所に設置した電子計算機

の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとるこ

とによって行うものとする。この場合においては、当該措置を開始した日か

ら２週間を経過したときに、当該通知がその者に到達したものとみなす。 

 第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 

 第２２条第３項中「第１５条第３項」及び「同条第３項」の次に「及び第４

項」を、「と、」の次に「同項中」を加え、「掲示を始めた日から２週間を経

過した」を削り、「、掲示を始めた」を「、当該措置を開始した」に改める。 

 第２９条中「第１５条第３項及び」の次に「第４項並びに」を加え、「「同

項第３号」を「同条第４項中「第１項第３号」に、「同条第３号」を「第２８

条第３号」に、「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に、「第１５条第３

項後段」を「第１５条第４項後段」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第５８号 
 
   豊明市税条例の一部改正について 
 豊明市税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 
 

 令和８年８月２５日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典  
 
   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３第１

項又は附則第２０条第１項」に改める。 

 附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３

８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、

当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第３２条第１項及び第２項

並びに第３３条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該

事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の

６の４で定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税

譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規

定により読み替えて適用される第３３条の２の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市

民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第３３条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあ 

るのは、「総所得金額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号 

資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（２） 第３３条の６から第３３条の８まで、第３３条の９第１項、附則第 

７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第３

３条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条

の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３３条の７第１

項前段、第３３条の８、第３３条の９第１項、附則第７条第１項及び

附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第



３３条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額の合計額」

とする。 

（３） 第３４条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」と 

あるのは「若しくは山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規定

する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得

金額」とあるのは「、山林所得金額若しくは附則第１９条の３第１項

に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定する

特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正

する法律（令和８年法律第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１

日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市税条例（以下「新条例」という。）附

則第７条の４の規定は、この条例の施行の日の属する年度の翌年度以後の年

度分の個人の市民税について適用し、同日の属する年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１９条の３の規定は、この条例の施行の日の属する年度の翌

年度以後の年度分の個人の市民税について適用する。 



議案第５９号  

 
   豊明市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について  
 豊明市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例を別添のよ

うに定めるものとする。 

 

  令和８年８月２５日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典  

 
   説 明  
 この案を提出するのは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴

い必要があるからである。  



豊明市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

    

豊明市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成５年豊明市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

 第８条第２項中「第６条の２第２項及び第３項」を「第６条の２第２項及び

第４項」に改める。 

 第１５条中「第６条の２第３項」を「第６条の２第４項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律（令

和８年法律第４３号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 



議案第６０号  

 
   豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について  
 豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別添のよう

に定めるものとする。  
 

  令和８年８月２５日提出  

 
豊明市長  小 浮 正 典  

 
   説 明  
 この案を提出するのは、出入国管理及び難民認定法等の一部改正に伴い必要

があるからである。  

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 



豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５０年豊明市条例第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第１０条第２項中「以下同じ。）」の次に「、特定在留カード（出入国管理

及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規

定する特定在留カードをいう。以下同じ。）又は特定特別永住者証明書（日本

国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例

法（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項に規定する特定特別永住者証

明書をいう。以下同じ。）」を加え、同条第３項中「個人番号カード」の次に

「、特定在留カード又は特定特別永住者証明書」を加える。 

第１０条の２中「、個人番号カード」の次に「、特定在留カード若しくは特

定特別永住者証明書」を加え、「個人番号カード用利用者証明用電子証明書（」

を「これらのうち」に、「をいう。）を記録したもの」を「が記録されている

もの」に、「第１２条の２第４項第２号ロ」を「第１２条の２第４項第３号ロ」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第６１号 

 

   豊明市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正につい 

   て 

豊明市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

を別添のように定めるものとする。 

 

令和８年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、地方自治法施行規則の一部改正に伴い必要があるか

らである。 



   豊明市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する

条例 

 

 豊明市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成５年豊明市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「第１９条第１項第１号ヘ」を「第１８条の３第１項第６号」

に改める。 

第４条中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

 第１２条第１項中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７

号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 



 

議案第６２号 

 
令和８年度豊明市一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和８年度豊明市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８０，６２７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，０５６，１６９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和８年８月２５日提出  

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 
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令 和 ８ 年 度

豊 明 市 一 般 会 計 補 正 予 算 書 （ 第 ６ 号 ）
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:

8

 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　　　　出　　　　合　　　　計 27,975,542 80,627 28,056,169

 1 教育総務費
1,106,747 1,374 1,108,121

 2 小学校費

歳

440,348

4



第２表　繰越明許費
単位：千円

第３表　債務負担行為補正

追 加 単位：千円

第４表　地方債補正

追 加 単位：千円

起債の方法

変 更 単位：千円
補正前 補正後

限度額 限度額 起債の方法

58,200 66,500

7,100 18,700

13,100 22,000

28,800 48,600

限 度 額事　　　　　　　　項

款 項 事　業　名 金　額

３　民生費 １　社会福祉費 老人福祉事業 114,030

２　総務費 １　総務管理費 公共施設管理事業 9,702

920

財務会計システム改修事業（公金収納デジタル化対応） 令和９年度 4,266

財務会計システム改修事業（収納連携処理機能変更） 令和９年度 9,680

令和９年度 3,198

期　　間

まちづくり指標現状値調査等業務委託事業

非常用燃料設備改修事業

証書借入
又は

証券発行

　　　　4.0% 以内
 (ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率)

起  債  の  目  的 限度額 利率

健康診査委託事業 令和９年度

政府・県・その他の金融機関については、
その融資条件による。ただし、財政の都合
により償還年限を短縮し、もしくは繰上償
還又は低利債に借換えすることができる。

土地改良施設耐震対策事業

公園整備事業

桜ヶ丘沓掛線改良事業

起  債  の  目  的
補正前同様

利率 償還の方法

償還の方法

防災調整池設置事業 208,600

福祉体育館トイレ改修事業 8,700
　　　　　4.0% 以内
 (ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、当該
見直し後の利率)

政府・県・その他の金融機関については、その
融資条件による。ただし、財政の都合により償
還年限を短縮し、もしくは繰上償還又は低利債
に借換えすることができる。

証書借入
又は

証券発行
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歳　 算

2.民生費

　

国庫交付金 145,2

補

66 740 146,0

　

06 1.児童福祉費交

正

付金 740 子ども・子

　

育て支援交付金（１／

事

３） 740 増

　項

計 2

　

77,183 740 2

入 別

77,923

　明

15 款 県支出金

2 項

　

県補助金 単位：千円

節

細

目 補正前の額 補　正　

　

額 計 説　　　　　　　

書

明
区　　　分 金　　額

歳

1

　

.総務費県補助金 2,

入

312 5,000 7,

　

312 1.企画費補助金 5,000 元気な愛知の市町村づくり補助金 5,000

2.民生費県補助金 697,855 14,195 712,050 2.老人福祉費補助金 6,560

歳

地域医療介護総合確保基金事業補助金（１０ 600 増

／１０）

ケアマネ

1

ジメント提供体制確保

4

支援事業費補 5,96

款

0

国

助金（１０／１０）

庫

　

支

5.

出

児童福祉費補助金 37

金

0 地域子ども・子育て

4

支援事業費補助金（１

項

／ 370 増

国

３）

庫交

6.保育園

付

費補助金 7,265 保

金

育所等給食費軽減対策

出

単

支援金（２／３） 7,

位

265

：千

計 1,01

円

9,843 19,19

節

5 1,039,038

目 補正前

　

の額 補　正　額 計 説　

予

　　　　　　明
区　　

　

　分 金　　額

6



般寄附金 3,580 教育費寄附金 1,580

ふるさと豊明応援寄附金（ＰＲキャラクター 2

1

,000

7

着ぐるみ制作業

款

務委託料）

寄附

計 24

金

4,010 3,580

1

247,590

項 寄

18 款 繰入金

1 項

附

基金繰入金 単位：千円

金

節
目 補正前の額 補　正

単

　額 計 説　　　　　　

位

　明
区　　　分 金　　

：

額

千

1.財政調整基金繰入

円

金 834,131 -5

節

2,788 781,3

目

43 1.財政調整基金

補

繰入金 -52,788

正

財政調整基金繰入金 5

前

2,788 減

の額

3.公共

補

施設建設及び整備基金

　

繰入金 487,000

正

-156,000 33

　

1,000 1.公共施

額

設建設及び整 -156

計

,000 公共施設建設

説

及び整備基金繰入金 1

　

56,000 減

　

備基金繰

　

入金

　　

計 1,799

　

,118 -208,7

　

88 1,590,33

明

0

区

21 款 市

　

債

1 項 市債 単位：千円

　

節
目 補正前の額 補　正

　

　額 計 説　　　　　　

分

　明
区　　　分 金　　

金

額

　

1.総務債 847,2

　

00 17,000 86

額

4,200 3.福祉体育館改修事業 8,700 福祉体育館トイレ改修事業 8,700

債

4.庁舎改修事業債 8,300 非常用燃料設備改修事業 8,300 増

1.一般寄附金 244,010 3,580 247,590 1.一

7



事業債 11,600 土地改良施設耐震対策事業 11,600 増

3.

2

土木債 51,100 2

1

37,300 288,

款

400 1.都市計画事

市

業債 8,900 公園整

債

備事業 8,900 増

1 項

2.

市

街路事業債 19,80

債

0 桜ヶ丘沓掛線改良事

単

業 19,800 増

位：

24.

千

河川改修事業債 208

円

,600 防災調整池設

節

置事業 208,600

目 補正

計 993,900

前

265,900 1,2

の

59,800

額 補　正　額 計 説　　　　　　　明
区　　　分 金　　額

2.農林水産債 30,900 11,600 42,500 1.土地改良

8



歳　

　額

計

国

7

県

,0007,00

支

0

出

計 379

金

,948 7,000 3

地

86,948

方債 その他 財　源
17,000 -1,8644 公共施設管 15,1367.財産管理費 1,357,520 15,136 1,372,656 12. 委託料 9,702

出

理事業 福祉体育館トイレ改修工 9,702

14. 工事請負費 5,434 事設計業務委託料

2

総合福

款

祉会館自動火災報 5,

総

434

務

知

費

設備等更新工事費

1 項

17,000

総

-1,86415,1

務

36

管

計

理費

9,900

単

1 企画事務事 9,

位

900

：

8.

千

企画費 122,331

円

12,910 135,

節

241 12. 委託料 9

事

,900
業

　業

庁内BPR支援業

金

務委託料 9,900

　額

18. 負担

補

金、補助及 3,010

 

5,000 -1,99

正

02 地域創生事

 

3,010

額 

び交付金
務事業

の 

乗合交通負

財

担金 3,010 増

 源

5,000 7

 

,91012,910

内 

計

訳
説

5,000 17

　

,000 6,046

　

28,046

　明

計 3,895,6

補

33 28,046 3,

正

923,679

前
目 補正

2

額

款 総務費

2 項 徴税費 単

計

位：千円

節
事　業 金　

区

額
補 正 額 の 財

　

 源 内 訳
説　　　

分

明補正前
目 補正額 計

区

金

　分 金　額
特　　定　

　

　財　　源 一　般
の　

額

額
国県支出金 地方債 そ

特

の他 財　源
7,000

　

1 徴収計算事 7,

　

000

定

2.

　

徴収費 71,985 7

　

,000 78,985

財

22. 償還金、利子及

　

7,000
業

　源

び割引料 過誤納

一

還付金 7,000 増

　般

7,00

の

07,000

9



県

計 6,7

支

58,838 12,4

出

19 6,771,25

金

7

地方債 そ

3 款 民生費

2 項

の

児童福祉費 単位：千円

他

節
事　業 金　額

補 正

財

 額 の 財 源 内

　

 訳
説　　　明補正前

源

目 補正額 計
区　分 金　

2

額
特　　定　　財　　

5

源 一　般
の　額

国県支

9

出金 地方債 その他 財　源
7,265 -3,2922 保育事業 3

3

,973

総

2

合

.保育園費 3,734

福

,681 3,973 3

祉

,738,654 18

会

. 負担金、補助及 3,

2

973

5

び交

9

付金 民間保育所等運営費補助 3,973 増

金

1.社会福祉総務 862,271 259 862,530 10. 需用費 259
館維持管理修繕料費 259 修繕料 259 増

事業

25

3

9259

款

計

民生

6,5

費

60 3001 老人

1

福祉事 6,860

項 社

2.老人福祉費

会

1,345,834 6

福

,860 1,352,

祉

694 18. 負担金、

費

補助及 6,860

単

業

位

び交付金

：

介護人材資質向上事業

千

費 900

円

節

補助金

事

ケア

　

マネジメント提供体 5

業

,960

金

制

　

確保支援事業費補助金

額
補

6,56

 

0 3006,860

正 

計

額 

4,3442

の

心身障害児 4,344

 財

3.心身障

 

害者福 2,399,3

源

77 5,300 2,4

 

04,677 1. 報酬

内

846
者扶助事業

 訳

祉費 障害者

説

福祉タクシー料金 4,

　

344 増

　　

3. 職員手当等 99 給

明

付費

補

956

正

3 心身障害者 9

前

56

目

8.

補

旅費 11
事務事業

正額

障害者福祉

計

事務 846 増

区　

19. 扶助費 4,

分

344 会計年度任用職

金

員期末手 54 増

　額

当

特

会

　

計年度任用職員勤勉手

　

45 増

定

当

　　

会計年度任用

財

職員費用弁 11 増

　　

償

源 一

5,3005,300

　般

計

の　

6,560 5,

額

85912,41

国

9

10



県

策

支

事業等負担金

出金

境川堰管理費負担金

地

3,300 増

方債

11,600 7,

そ

75019,350

の他

計

財　

11,600 8,

源

25019,85

7

0

,

計 239

2

,288 19,850

6

259,138

5 -3,2923,973計

7,265 -3,2923,973計 5,773,084 3,973 5,777,057

3 款

4 款 衛生費

1 項 保健

民

衛生費 単位：千円

節
事

生

　業 金　額
補 正 額

費

 の 財 源 内 訳

2

説　　　明補正前
目 補

項

正額 計
区　分 金　額

特

児

　　定　　財　　源 一

童

　般
の　額

国県支出金

福

地方債 その他 財　源
1

祉

,110 3711

費

母子保健活 1,481

単位

2.母子保

：

健費 345,279 1

千

,481 346,76

円

0 12. 委託料 1,4

節

81
動事業

事　

宿泊型産後ケア事

業

業委託 1,481 増

金　

料

額
補

1,110 371

 

1,481

正 

計

額

1,

 

110 3711,

の

481

 

計 1

財

,001,607 1,

 

481 1,003,0

源

88

 内 訳

6 款 農林水産

説

業費

1 項 農業費 単位：

　

千円

節
事　業 金　額

補

　

 正 額 の 財 源

　

 内 訳
説　　　明補

明

正前
目 補正額 計

区　分

補

金　額
特　　定　　財

正

　　源 一　般
の　額

国

前

県支出金 地方債 その他

目

財　源
5003 農

補

業総務事 500

正額

2.農業総務費 7

計

2,525 500 73

区

,025 10. 需用費

　

500
務事業修繕

分

料

金

500 修

　

繕料 500 増

額
特

500500

　　

計

定　

11,600 7,

　

7501 土地改良

財

事 19,350

　　

5.農地費 136

源

,114 19,350

一

155,464 18.

　

負担金、補助及 19,

般

350
業

の　

び交付金 県営土地改

額

良施設耐震対 16,0

国

50 増

11



出金 地方債 その他 財　源
2,000 2962 観光事務事 2,2963.観光費 10,563 2,296 12,859 10. 需用費 140

業消耗品費 140 消耗品費 140 増

12. 委託料 2,156 ＰＲキャラクター着ぐる 2

7

,156

款

み

商

制作業務委託料

工費

2,000 2

1

962,296

項 商

計

工費

2,000 296

単

2,296

位：

計 192,193 2,

千

296 194,489

円

節
事　業

8 款 土木費

2 項 道

金

路橋梁費 単位：千円

節

　

事　業 金　額
補 正 

額

額 の 財 源 内 

補

訳
説　　　明補正前

目

 

補正額 計
区　分 金　額

正

特　　定　　財　　源

 

一　般
の　額

国県支出

額

金 地方債 その他 財　源

 

19,800 -19,

の

8001 道路維持

 

事 0

財

1.道

 

路維持費 412,03

源

6 0 412,036

 

業

内

財源振

 

替

訳

19

説

,800 -19,80

　

00

　

計

　

646,308 0 64

明

6,308

補正前
目

8 款 土

補

木費

3 項 河川費 単位：

正

千円

節
事　業 金　額

補

額

 正 額 の 財 源

計

 内 訳
説　　　明補

区

正前
目 補正額 計

区　分

　

金　額
特　　定　　財

分

　　源 一　般
の　額

国

金

県支出金 地方債 その他

　

財　源
208,600

額

-156,000 -5

特

2,6001 河川

　

改修事 0

　

1

定

.河川新設改良 215

　

,155 0 215,1

　

55
業

財　

費 財源振替

　源

208,600 -

一

156,000 -52

　

,6000

般
の

計 238,815

　

0 238,815

額
国県支

12



県

044 443,392

支出金 地方債 その他 財　源
8,900 -8,9002 公園施設改 04.公園事業費 199,468 0 199,468

修事業 財源振替

8,900 -8,9000計 881,698 0 8

8

81,698

款 土木費

10

4

款 教育費

1 項 教育総務

項

費 単位：千円

節
事　業

都

金　額
補 正 額 の

市

 財 源 内 訳
説　

計

　　明補正前
目 補正額

画

計
区　分 金　額

特　　

費

定　　財　　源 一　般

単

の　額
国県支出金 地方

位

債 その他 財　源
1,3

：

743 教育相談事

千

1,374

円

節

3.教育振興費 923

事

,646 1,374 9

　

25,020 1. 報酬

業

1,266
業

金　

適応指導業務 1

額

,266 増

補 

8. 旅費 108 会計

正

年度任用職員費用弁 1

 

08 増

額

償

 の

1,37

 

41,374

財 

計

源

1

 

,3741,37

内

4

 

計 1,1

訳

06,747 1,37

説

4 1,108,121

　　　明補

10 款 教育費

2 項

正

小学校費 単位：千円

節

前

事　業 金　額
補 正 

目

額 の 財 源 内 

補

訳
説　　　明補正前

目

正

補正額 計
区　分 金　額

額

特　　定　　財　　源

計

一　般
の　額

国県支出

区

金 地方債 その他 財　源

　

1,580 1,464

分

2 小学校管理 3,

金

044

　

1.

額

学校管理費 372,2

特

94 3,044 375

　

,338 14. 工事請

　

負費 3,044
事

定

務事業

　

各小

　

学校営繕工事費 3,0

財

44 増

　　

1,580 1,464

源

3,044

一　

計

般

1,

の

580 1,464

　

3,044

額
国

計 440,348 3,
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国県支出金 地方債 その他 財　源
1,1442 給食センタ 1,1443.学校給食費 668,210 1,144 669,354 18. 負担金、補助及 1,144

ー活動事業び交付金 非喫食者支援給付金 1,144

1,144

1

1,144

0 款

計

教

1,

育

1441,144

費

5

計 859,

項

874 1,144 86

保

1,018

健体育費 単位：千円

節
事　業 金　額

補 正 額 の 財 源 内 訳
説　　　明補正前

目 補正額 計
区　分 金　額

特　　定　　財　　源 一　般
の　額
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議案第６３号 

 
令和８年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和８年度豊明市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（債務負担行為の補正） 

第１条 債務負担行為の追加は、「第１表 債務負担行為補正」による。 

 

    令和８年８月２５日提出  

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 
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令 和 ８ 年 度

豊 明 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 書 （ 第 １ 号 ）
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第１表　債務負担行為補正

追 加 単位：千円

事　　　　　　　　項 期　　間 限 度 額

特定健康診査（集団）委託事業 令和９年度 12,560
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